




























 

 
 

 

Ⅲ. １次速報から２次速報への主な改定要因 

 

1次速報から 2次速報にかけて、推計に用いる基礎統計の追加などで改定された需要項目

等の主なものは以下のとおり。 

 

＜原系列＞ 

○ 民間企業設備（基礎統計の欠落月値の入手、確報化等による供給側推計値の改定以

外）【2012(平成 24)年 4-6月期の改定要因】 

１次速報：供給側基礎統計の情報に基づいて推計 

２次速報：『四半期別法人企業統計調査』（財務省）等により推計される需要側推

計値と供給側推計値を統合して推計。 

 

○ 民間在庫品増加（基礎統計の欠落月値の入手、確報化等による改定以外）【2012(平成

24)年 4-6月期の改定要因】 

製品在庫、仕掛品在庫、流通在庫、原材料在庫の４形態の在庫のうち、 

１次速報：仕掛品在庫、原材料在庫について、季節調整の際に利用している ARIMA

モデルにより名目及び実質原系列を推計。 

２次速報：仕掛品在庫、原材料在庫については、『四半期別法人企業統計調査』に

より推計。 

 

○ 基礎統計の欠落月値入手、確報化等による改定【2010(平成 22)年 1-3 月期以降の改定

要因】 

１次速報：基礎統計の欠落月値については、補外推計。また、基礎統計の確報値

が入手できない場合は、速報値を用いて推計。（3 カ月目の『国際収支統計

（速報）』の公表日までに公表された基礎統計を利用可能な範囲で用いて推

計。） 

２次速報：１次速報段階における基礎統計の欠落月値が入手できた場合は、補外

推計値から置き換えて、また、確報化または遡及改定がなされた場合は、

これを反映させて推計。 （当該四半期の『四半期別法人企業統計調査』の

公表日までに公表された基礎統計を利用可能な範囲で用いて推計。）  

 

 ＜季節調整系列＞ 

四半期の季節調整系列については、上記により改定される原系列を含めて季節調整を

かけなおすため、名目、実質ともに、平成 6年 1-3月期まで遡って改定される。 

 

 



 

 
 

Ⅳ．その他の留意事項 

 

（１） 基礎資料等の遡及改定 

今回の 2 次速報においては、基礎統計の追加入手等を踏まえた通常の改定を行って

いる。そのほか、以下に示す基礎資料の遡及改定等に対応して、所要の改定を行った。 

改定された基礎統計 
速報推計における

遡及期間 
公表時期 改定される推計 

『農業物価指数』 
2010(平成 22)年 

1-3月期まで 

2012(平成 24)年 

7月 
デフレーター推計 

 

（２）2012(平成 24)年 7-9月期 1次 QE における民間在庫品増加（原材料在庫及び仕掛品在

庫）の実質季節調整済前期差について  

 

     2012(平成 24)年 4-6月期 2次QEで利用した情報を用い、ARIMAモデルにより 2012(平

成 24)年 7-9 月期の民間在庫品増加（原材料在庫及び仕掛品在庫）の実質値を算出する

と、その季節調整済前期差は、合計 766.9（十億円）となる。ただし、2012(平成 24)年

7-9 月期 1 次 QE では、その後追加的に得られた情報も利用して推計が行われる点に留

意願いたい。  

 

（３）東日本大震災の影響への対応について 

 

2012 年(平成 24 年) 4-6 月期 2 次 QE の推計にあたっては、補外推計において、東日

本大震災による影響を取り除くため、1次 QEでは利用することができなかった基礎統

計を通常通り反映した上で、以下の項目については 2012 年 4-6 月期 1 次 QE と同じ方

法で推計の変更を行った。 

「鉄道輸送（ＪＲ旅客、民鉄旅客）」 

「道路輸送（バス旅客）」 

 


	main_1
	main_2
	note_j.pdf

